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税務訴訟資料 第２６３号－９２（順号１２２１６） 

佐賀地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 不当利得等返還請求事件 

国側当事者・国 

平成２５年５月２４日棄却・確定 

判 決 

原告   株式会社Ａ 

同代表者代表取締役  甲 

同訴訟代理人弁護士  浜田 愃 

 鬼橋 正敏 

同補佐人税理士   向井 良久 

被告  国 

同代表者法務大臣  谷垣 禎一 

同指定代理人  別紙被告代理人目録記載のとおり 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由

第１ 請求の趣旨 

被告は、原告に対し、７３３５万４６００円及びこれに対する平成２３年１月８日から支払済み

まで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 概要 

本件は、原告が、法人税、消費税及び地方消費税（以下、消費税及び地方消費税を併せて「消

費税等」という。）の確定申告をしたが、後に税務調査を受けて修正申告をした上で不足額等を

納付するということが３回繰り返されたところ、上記各修正申告（以下「本件各修正申告」とい

う。）はいずれも原告が錯誤に陥ったためにしたものであって無効であり、これによって納付し

た法人税、消費税等、過少申告加算税及び重加算税（以下、これらを総称して「本件追加納付金」

という。）について過誤納金が生じているだけでなく、上記各税務調査（以下「本件各調査」と

いう。）の際に税務署の調査担当者が原告に対して行った修正申告のしょうよう等の行為（以下

「本件各調査態様」という。）は違法であるなどと主張して、被告に対し、民法上の不当利得返

還請求権に基づいて利得金７３３５万４６００円の返還を求めるとともに、これと選択的に、国

家賠償法１条１項に基づいて同額の損害賠償の支払を求め、かつ、これらに対する本件訴状送達

の日の翌日である平成２３年１月８日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損

害金の支払を求めた事案である。 

２ 前提となる事実（争いのない事実及び証拠等により容易に認められる事実） 

(1) 当事者等 
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原告は、葬祭用品の貸与・販売に関する事業等を目的とする株式会社であり、Ｂ農業協同組

合（以下「Ｂ農協」という。）は、原告の親会社である。（甲１９、４０） 

(2) 原告設立に至る経緯 

昭和６３年頃、Ｃ農業協同組合（以下「Ｃ農協」という。）の冠婚葬祭事業部門が同組合の

子会社として独立したことにより、株式会社Ｄ（以下「株式会社Ｄ」という。）が設立された。 

平成●年●月●日、Ｃ農協が佐賀県内の他の農業協同組合と合併したことにより、Ｂ農協が

設立された。これを受けて、同年●月●日、株式会社Ｄも同様に上記農業協同組合の傘下にあ

った３社の冠婚葬祭事業者と合併したことにより（以下「本件合併」という。）、原告が設立

された。 

(3) 第１回調査 

ア 確定申告 

(ア)  法人税 

原告は、武雄税務署長に対し、平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの事

業年度（以下「平成１４年３月期」という。他の事業年度についても同様に表記する。）

の所得及び平成１５年３月期の所得について、法定申告期限までに、別表１「課税の経緯

（法人税）」（以下「別表１」という。）の「平成１４年３月期」欄及び「平成１５年３

月期」欄の「確定申告（A）」欄記載のとおり、確定申告をして、法人税を納付した。 

(イ) 消費税等 

原告は、武雄税務署長に対し、平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの課

税期間（以下「平成１４年３月課税期間」という。他の課税期間についても同様に表記す

る。）の消費税等及び平成１５年３月課税期間の消費税等について、法定申告期限までに、

別表２「課税の経緯（消費税等）」（以下「別表２」という。）の「平成１４年３月」欄

及び「平成１５年３月」欄の各「確定申告（A）」欄記載のとおり、確定申告をして、消

費税等を納付した。 

イ 税務調査 

武雄税務署の調査担当者は、平成１６年１月１３日頃、原告の法人税及び消費税等に関す

る税務調査（以下「第１回調査」という。）を行った。 

ウ 修正申告のしょうよう 

調査担当者は、第１回調査の結果を踏まえて、原告がＢ農協に対して平成１４年３月期及

び平成１５年３月期の各期末に一括して支払ったとして計上した次の(ア)から(エ)までの

支出については、原告の法人税の計算上損金に算入できる支出には当たらず、実質的には原

告からＢ農協に対する利益配当であると認定し、原告に対し、修正申告をしょうようした（以

下「第１回しょうよう」という。）。 

(ア) 平成１４年３月期の宣伝広告費    １９８６万００００円 

(イ) 平成１４年３月期の給与手当    １４４６万６６００円 

(ウ) 平成１４年３月期の賃借料    １３６７万４０６０円 

(エ) 平成１５年３月期の宣伝広告費  ３１８５万７１８７円 

エ 修正申告 

原告は、第１回しょうように基づき、武雄税務署長に対し、平成１６年２月２７日、別表

１の「平成１４年３月期」欄及び「平成１５年３月期」欄の各「修正申告（B）」欄記載の
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とおり、法人税について修正申告をするとともに、別表２の「平成１４年３月」欄及び「平

成１５年３月」欄の各「修正申告（B）」欄記載のとおり、消費税等について修正申告をし

て（以下、併せて「本件修正申告１」という。）、平成１６年３月４日、法人税の不足額２

２２７万０５００円及び消費税等の不足額４６２万９４００円の合計２６８９万９９００

円を納付した。 

オ 加算税の賦課決定 

武雄税務署長は、原告に対し、平成１６年３月５日、別表１の「平成１４年３月期」欄及

び「平成１５年３月期」欄の各「賦課決定（C）」欄並びに別表２の「平成１４年３月」欄

及び「平成１５年３月」欄の各「賦課決定（C）」欄記載のとおり、加算税賦課決定処分を

した。（甲１１、１２) 

これを受けて、原告は、平成１６年３月９日、上記加算税賦課決定処分に基づく過少申告

加算税及び重加算税の合計８９９万２０００円を納付した。 

(4) 第２回調査 

ア 確定申告 

(ア) 法人税 

原告は、武雄税務署長に対し、平成１８年３月期の所得について、法定申告期限までに、

別表１の「平成１８年３月期」欄の「確定申告（A）」欄記載のとおり、確定申告をして、

法人税を納付した。 

(イ) 消費税等 

原告は、武雄税務署長に対し、平成１８年３月課税期間の消費税等について、法定申告

期限までに、別表２の「平成１８年３月」欄の「確定申告（A）」欄記載のとおり、確定

申告をして、消費税等を納付した。 

イ 税務調査 

武雄税務署の調査担当者は、平成１８年１０月１６日頃、原告の法人税及び消費税等に関

する税務調査（以下「第２回調査」という。）を行った。 

ウ 修正申告のしょうよう 

調査担当者は、第１回調査及び第２回調査の結果を踏まえて、原告がＢ農協に対して平成

１８年３月期末に一括して支払ったとして計上した次の(ア)及び(イ)の支出については、実

際の取引実態に基づくものではなく、支出する具体的な根拠のないものであり、実質的には

原告からＢ農協に対する利益の移転であると認定し、原告に対し、修正申告をしょうようし

た（以下「第２回しょうよう」という。）。（甲１７) 

(ア) 業務委託費                  １６００万００００円 

(イ) 仕入れ                     ２８５万００００円 

エ 修正申告 

原告は、第２回しょうように基づき、武雄税務署長に対し、平成１８年１１月２７日、別

表１の「平成１８年３月期」欄の「修正申告（B）」欄記載のとおり、法人税について修正

申告をするとともに、別表２「課税の経緯（消費税等）」の「平成１８年３月」欄の「修正

申告（B）」欄記載のとおり、消費税等について修正申告をして（以下、併せて「本件修正

申告２」という。）、法人税の不足額５６９万４９００円及び消費税等の不足額８０万９２

００円の合計６５０万４１００円を納付した。 
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オ 加算税の賦課決定 

武雄税務署長は、原告に対し、平成１８年１１月２８日、別表１の「平成１８年３月期」

欄の「賦課決定（C）」欄並びに別表２の「平成１８年３月」欄の「賦課決定（C）」欄記載

のとおり、加算税賦課決定処分をした（ただし、武雄税務署長が原告に対してした同日付け

の加算税賦課決定処分がこれに尽きるかについては、当事者間に争いがある。）。（甲１３、

１４） 

これを受けて、原告は、平成１８年１２月２６日、上記加算税賦課決定処分に基づく過少

申告加算税及び重加算税の合計２２５万７５００円を納付した（ただし、原告が納付した金

額がこれに尽きるかについては、当事者間に争いがある。）。 

(5) 第３回調査 

ア 確定申告 

原告は、武雄税務署長に対し、平成１９年３月期、平成２０年３月期及び平成２１年３月

期の所得について、法定申告期限までに、別表１の「平成１９年３月期」欄、「平成２０年

３月期」欄及び「平成２１年３月期」欄の各「確定申告（A）」欄記載のとおり、確定申告

をして、法人税を納付した。 

イ 税務調査 

武雄税務署の調査担当者は、平成２１年１０月２６日頃、原告の法人税に関する税務調査

（以下「第３回調査」という。）を行った。 

ウ 修正申告のしょうよう 

調査担当者は、第１回調査、第２回調査及び第３回調査の結果を踏まえて、原告がＢ農協

に対して平成１９年３月期、平成２０年３月期及び平成２１年３月期の各期末に支払ったと

して計上した次の(ア)から(カ)までの支出については、実質的には原告からＢ農協に対する

利益供与であると認定し、原告に対し、修正申告をしょうようした（以下「第３回しょうよ

う」という。）。 

(ア) 平成１９年３月期の業務委託費   １３４０万７４５９円 

(イ) 平成２０年３月期の業務委託費   １３４０万７４６６円 

(ウ) 平成２１年３月期の業務委託費   １３４０万７４６６円 

(エ) 平成１９年３月期の仕入れ  １３４４万８７７７円 

(オ) 平成２０年３月期の仕入れ  １１０８万７５８８円 

(カ) 平成２１年３月期の仕入れ     ９６６万１９２８円 

エ 修正申告 

原告は、第３回しょうように基づき、武雄税務署長に対し、平成２１年１２月２２日、別

表１の「平成１９年３月期」欄、「平成２０年３月期」欄及び「平成２１年３月期」欄の各

「修正申告（B）」欄記載のとおり、修正申告をして（以下「本件修正申告３」という。）、

法人税の不足額２１５１万５７００円を納付した。 

オ 加算税の賦課決定 

武雄税務署長は、原告に対し、平成２１年１２月２８日、別表１の「平成１９年３月期」

欄、「平成２０年３月期」欄及び「平成２１年３月期」欄の各「賦課決定（C）」欄記載の

とおり、加算税賦課決定処分をした。（甲１５) 

これを受けて、原告は、平成２２年１月６日、上記加算税賦課決定処分に基づく過少申告
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加算税及び重加算税の合計７１６万９０００円を納付した。 

(6) 本件訴えの提起等 

原告は、武雄税務署長に対し、平成２２年１０月２５日、本件各修正申告の取消しを求める

旨の嘆願書（甲１９、乙８）を提出したが、武雄税務署長がこの要求を認めなかったため、同

年１２月２２日、本件訴えを提起した。 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

(1)  民法７０３条に基づく請求の可否 

（原告の主張） 

本件追加納付金の納付が錯誤によって無効となる場合、原告は、被告に対し、民法７０３条

に基づいて不当利得返還請求をすることができる。 

（被告の主張） 

国税通則法５６条は、民法の不当利得の特則であり、国税に関する過誤納金返還請求につい

て民法の不当利得の規定の適用を排除する趣旨で定められている。したがって、民法７０３条

に基づいて国税に関する過誤納金返還請求をすることはできない。 

(2)  錯誤の有無 

（原告の主張） 

原告は、本件各修正申告をした当時、本来であれば経費として認められるべき性質の費目に

ついて、経費としては認められないと誤信しており、本件各調査の調査担当者から、青色申告

の取消しを露骨に示唆するような書面を手渡されるとともに、修正申告の申立書の提出を促す

強圧的な指導を受けたことから、もはや弁解の余地はないものと認識し、このような誤信を深

めた。 

原告が上記誤信に陥っていなければ本件修正申告や巨額の重加算税等の納付をしなかった

ことは明らかであり、また、原告が上記誤信に陥ることとなった原因が本件各調査の調査担当

者による強圧的な指導にあったことからすれば、上記誤信は、客観的に見て明白かつ重大な錯

誤に当たる。 

（被告の主張） 

否認し、争う。 

(3)  本件各調査態様の違法性 

（原告の主張） 

本件各調査の調査担当者は、本件各調査を行うに当たって、原告に対する何らかの予断と偏

見をもって、原告に対して追徴課税及び重加算税を賦課するという違法又は不当な目的の下に、

敢えて、本来であれば経費として認められるべき性質の費目について否認した上、原告に対し、

強引な指導をして、原告が自主的に行ったかのような体裁を整えた上で修正申告をさせ、重加

算税まで賦課した。したがって、本件各調査の調査担当者の行為は、故意による違法行為であ

る。 

また、本体各調査の調査担当者は、原告とＢ農協との役務提供契約における役務の内容、対

価の決定方法の合理性、実際の提供内容等の具体的な事情を考慮することなく、費用性を否認

した上で重加算税の賦課要件該当性の判断を行ったものであるから、少なくとも、本件各調査

の調査担当者が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と上記の違法な判断及

び指導を行ったことは明らかである。 
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（被告の主張） 

本件各調査の調査担当者は、原告の帳簿書類、取締役会議事録、役員会議事録等を調査した

結果に基づいて、原告のＢ農協に対する支出が法人税法上の損金に該当せず、原告の行為が国

税通則法６８条の「仮装」に当たると認定したのであるから、本件各調査における認定が適法

であることは明らかである。 

また、本件各調査において、調査担当者は、原告に対し、本件各調査に基づいて認定した内

容を十分に説明した上で本件各修正申告をしょうようしており、原告も、調査担当者が指摘し

た内容を正確に理解していたのであるから、本件各修正申告のしょうようの手続が適正である

ことも明らかである。 

(4) 本件追加納付金の金額（利得又は損害の額） 

（原告の主張） 

武雄税務署長は、原告に対し、平成１８年１１月２８日、別表１の「平成１８年３月期」欄

の「賦課決定（C）」欄並びに別表２の「平成１８年３月」欄の「賦課決定（C）」欄記載のと

おり、加算税賦課決定処分を行ったが、それだけでなく、１万６４００円の過少申告加算税の

賦課決定処分も行った。そのため、原告は、同年１２月２６日、上記各加算税賦課決定処分に

基づいて、過少申告加算税及び重加算税の合計２２７万３９００円を納付した。したがって、

本件追加納付金は、合計７３３５万４６００円である。 

（被告の主張） 

武雄税務署長が、原告に対し、平成１８年１１月２８日、１万６４００円の過少申告加算税

の賦課決定処分を行った事実はなく、原告が、同日の加算税賦課決定処分に基づいて過少申告

加算税を納付した事実もない。したがって、本件追加納付金は、合計７３３３万８２００円で

ある。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（民法７０３条に基づく請求の可否）について 

本件追加納付金の納付が無効である場合の租税債務の不存在部分に対応する過誤納金は、「国

税に係る過誤納金」（国税通則法５６条１項）に当たるところ、同法の過誤納金に関する規定は、

民法の不当利得の規定の適用を排除する趣旨であると解すべきであるから、原告は、被告に対

し、民法７０３条に基づいて本件追加納付金の返還を請求することはできない（東京高裁昭和 

●●年（○○）第●●号同５０年４月１６日判決・訟務月報２１巻６号１３４５頁参照）。 

したがって、本件において、原告の被告に対する民法７０３条に基づく不当利得返還請求権は

認められない。 

２ 争点(3)（本件各調査態様の違法性）について 

(1) 調査担当者のする修正申告のしょうようは、仮にそれが所得金額を過大に認定した上でさ

れたものであったとしても、そのことから直ちに国家賠償法１条１項にいう違法があったとの

評価を受けるものではなく、調査担当者が資料を収集し、これに基づき課税要件事実を認定、

判断する上において、職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と修正申告のしょ

うようをしたと認め得るような事情がある場合に限り、上記の違法があったとの評価を受ける

ものと解するのが相当である（最高裁平成● ●年（○ ○）第● ●号、第● ●号同５年３月

1１日第一小法廷判決・訟務月報４０巻２号３０５頁参照）。 

そこで、以下、本件各調査において、調査担当者が、いかなる資料を収集して課税要件を認
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定、判断したのかについて検討する。 

(2) 第１回調査 

ア 前記前提となる事実並びに証拠（後掲の証拠のほか、証人乙）及び弁論の全趣旨によれば、

次の事実が認められる。 

(ア) 武雄税務署の調査担当者は、第１回調査において、次のａからｇまでの資料を収集し

た。 

ａ 原告における平成１４年３月２８日の取締役会議事録（乙９) 

平成１４年３月２８日に開催された原告の平成１３年度第１６回取締役会議事録

には、平成１３年度の決算に関して、原告に生じた利益のうち約４０００万円を原告

からＢ農協に振り替えようとしており、その際の処理科目について原告がＢ農協との

間で協議している旨の発言が記載されていた。 

ｂ 原告における平成１４年４月２０日の役員会議事録（乙１０) 

平成１４年４月２０日に開催された原告の平成１４年度役員会議事録には、平成１

３年度の決算に関して、原告に生じた利益のうちＢ農協に振り替える具体的な金額に

ついて、原告の支配人とＢ農協の担当者が交渉した上で決定した旨の発言が記載され

ていたほか、原告に生じた利益をＢ農協に振り替えるに当たって、税務署から目を付

けられないように注意喚起する旨の発言が記載されていた。 

ｃ 原告の平成１４年３月期決算の損益計算書（乙１１） 

原告の平成１４年３月期決算について、原告が作成した修正前の損益計算書及び修

正後の損益計算書等が存在しており、そこには、原告が、宣伝広告費を１９８６万０

０００円、給料手当を１４４６万６６００円、賃借料を１３６７万４０６０円それぞ

れ増額させて、その増額分を原告からＢ農協に振り替えるという内容の修正（以下「本

件増額修正」という。）を施した旨の記載がある。なお、宣伝広告費の増額について

は、葬祭施行件数１件につき２万円をＢ農協に支払う旨の記載がある。 

ｄ 原告の支配人の報告書（乙１２） 

原告の支配人名義で作成された平成１４年４月２２日付け報告書には、同月２０日

の取締役会において、原告の平成１３年度の当期利益金として生じた５５０５万８０

００円のうち４８００万円をＢ農協へ支払うことを決定した旨の記載がある。 

ｅ Ｅの指摘（乙１３） 

Ｅが、Ｂ農協に対して平成１４年１１月１８日から同年１２月９日までの間監査を

行った上で作成した「Ｂ農業協同組合期中改善指示書」には、本件増額修正について、

明確な契約、基準、計算基礎がなく、親子会社間での利益調整とみられる可能性が高

いため、明確な基準等を作成するとともに、各年度の事業開始に当たっては契約等を

交わすなど適正に行うよう指導する旨の記載がある。 

ｆ 原告とＢ農協との間の業務委託契約に関する契約書等 

原告とＢ農協とが平成１４年１２月２０日付けで作成した葬祭事業に関する契約

書（乙１４）には、原告がＢ農協に対して宣伝広告・普及推進・情報提供業務を委託

し、業務委託費用として葬祭施行件数１件につき２万円を支払う旨の記載があるが、

この金額の算定基準や算定根拠の記載はない。 

また、原告とＢ農協とが平成１５年３月２０日付けで作成した覚書（乙１５）には、
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原告がＢ農協との間で締結した宣伝広告・普及推進・情報提供業務についての委託契

約に関して、事業年度当初に計画した葬祭取扱件数を超えた場合、原告がＢ農協に対

して事業年度末に全葬祭施行件数１件当たり１万円を支払う旨の記載があるが、この

金額の算定基準や算定根拠の記載はない。 

ｇ 原告とＢ農協との間の賃貸借契約に関する契約書等 

原告とＢ農協とが平成１４年４月１６日付けで作成した「土地建物等賃貸借契約書」

（甲２７、２９)には、原告のＦ営業所の賃借料を平成１３年５月１日から年額合計

２３２２万００００円に改定し、原告のＧ営業所の賃借料を平成１３年５月１日から

年額合計７８０万００００円に改定する旨の記載があるが、この金額の算定基準や算

定根拠の記載はない。 

また、Ｂ農協の原告に対する「請求書」（甲２８）には、平成１３年５月から平成

１４年３月までの原告のＦ営業所の賃借料として、上記２３２２万００００円の１１

か月分に当たる２１２８万５０００円から平成１４年２月に入金があった４８３万

７５００円を差し引いた１６４４万７５００円を請求する旨の記載がある。 

(イ) 調査担当者は、原告に対し、宣伝広告費、給与手当及び賃借料の増額分の計算根拠に

ついて質問した。 

これに対し、原告は、給与手当について、「㈱Ａからの利益の受入れについて（報告）」

と題する書面（以下「本件報告書」という。甲２４）を提示した上、親会社であるＢ農協

からの人的支援の状況を勘案して、各人の最低限の従事割合を１０パーセントと想定して

算出したものである旨説明した。もっとも、本件報告書には、上記従事割合の計算根拠の

説明は記載されておらず、また、各人の具体的な勤務実態が確認できる資料は添付されて

いなかった。 

また、原告は、賃借料について、原告は本件合併直後は業務の引継作業等に追われてい

たため、適正な賃借料を算出する暇がなかったため、低額による仮の金額をもって賃借料

として設定していたところ、平成１４年３月期の期末近くになって、ようやく適正な賃借

料の算出ができたため、これを受けて、平成１４年４月１６日に契約書を作成して年間の

賃借料を定めた上、平成１４年３月期の賃借料として上記年間の賃借料の１１か月分を計

上した旨を説明した。 

もっとも、原告は、調査担当者に対し、上記各説明以外には、宣伝広告費、給与手当及

び賃借料の増額分についての具体的な計算根拠を示さなかった。 

(ウ) 調査担当者は、第１回調査によって得た情報を総合して、原告が平成１４年３月期末

及び平成１５年３月期末に一括して追加計上したＢ農協に対する宣伝広告費、給与手当及

び賃借料は、実際の取引実態に基づくものではなく、具体的根拠のない支出であり、実質

的には原告からＢ農協に対する利益の移転に当たり、本来ならば利益配当として計上すべ

きところを、費用科目に仮装したものと認定した。そして、調査担当者は、原告に対し、

上記認定の根拠及び内容について説明した上で、第１回しょうようをした。（甲１６、２

６、３２、乙２８、２９、３０) 

イ 前記認定事実によれば、調査担当者が収集した資料のうち、原告の取締役会及び役員会の

議事録（ａ、ｂ）から、原告が、税務署から目を付けられないように注意しつつ、原告に生

じた利益のうち、原告の支配人とＢ農協の担当者との交渉を経て決定した金額について、Ｂ
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農協に対して振替えをすることを計画していた事実がうかがわれる。また、原告の平成１４

年３月期決算の損益計算書（ｃ）や原告の支配人の報告書（ｄ）は、上記各議事録と併せ読

めば、平成１４年３月期末及び平成１５年３月期末の原告のＢ農協に対する宣伝広告費、給

与手当及び賃借料の支出が、上記計画に基づく原告のＢ農協に対する利益の振替えに当たる

ことを裏付けるに足りる資料であるといえる。 

他方、宣伝広告費については、原告とＢ農協とが作成した葬祭事業に関する契約書（ｆ）

が存在するものの、同契約書は、ＥがＢ農協に対して「Ｂ農業協同組合期中改善指示書」（ｅ）

を交付した直後に作成されたものであり、かつ、業務委託費用の金額の算定基準や算定根拠

の記載がなかったことからすれば、業務委託の実態が存在することをうかがわせるに足りる

資料であるとはいえない。また、給与手当については、本件報告書によっても最低従事割合

を１０パーセントとした具体的な計算根拠は明らかでなく、各人の具体的な勤務実態が確認

できる資料が存在しなかった。さらに、賃借料については、原告とＢ農協との賃貸借契約書

（ｇ）によっても、平成１４年４月１６日になって改定された賃借料が適正な金額であるこ

との具体的な計算根拠は明らかでなかった。そして、調査担当者から質問を受けたにもかか

わらず、原告は、上記説明以外に、宣伝広告費、給与手当及び賃借料の増額分についての具

体的な計算根拠を示さなかったというのであるから、結局のところ、本件増額修正及び平成

１５年３月期末の宣伝広告費の具体的な計算根拠を示す資料は存在しなかったと認めるの

が相当である。 

これらの事情に照らすと、調査担当者は、第１回調査において、原告の所得金額を推認す

るに足りる資料を収集し、これに基づいて原告の所得金額を認定して、原告に対して認定し

た内容を根拠と共に説明した上で第１回しょうようをしたと認めるのが相当であり、調査担

当者が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と修正申告のしょうようをし

たと認め得るような事情があるとは認められない。 

したがって、第１回しょうように、国家賠償法１条１項にいう違法があったとは認められ

ない。 

ウ これに対し、原告は、調査担当者が、①本件合併前における株式会社ＤとＣ農協との間で

の宣伝広告費に関する取扱いを踏まえた調査ないし考慮を怠った、②原告が本件報告書を提

示したにもかかわらず、これを不当に軽視した、③本件合併後に原告が適正な賃借料を算出

するまでの経緯等についての調査ないし考慮を怠ったなどと主張する。 

しかしながら、まず、上記①については、仮に本件合併前における株式会社ＤとＣ農協と

の間で葬祭施行件数１件につき２万円を支払うという運営がされており、原告及びＢ農協が

従前の運営方法をそのまま踏襲したという事情があったとしても、具体的な計算根拠が認め

られない以上、その宣伝広告費は具体的根拠のない支出であり、実質的には原告からＢ農協

に対する利益の移転に当たるといわざるを得ない。次に、上記②については、原告の取締役

会及び役員会の議事録等の記載から、原告が原告に生じた利益をＢ農協に振り替えていたこ

とが強く疑われる状況下にあったことに照らせば、本件報告書が提示されたとしても、本件

報告書に最低従事割合を１０パーセントとした具体的な計算根拠が記載されておらず、その

他に各人の具体的な勤務実態が確認できる資料も存在せず、それらについての原告による合

理的な説明もなかったのであるから、調査担当者において、それ以上に何らかの追加調査を

すべき義務があったとまではいえない。そして、上記③についても、上記状況下にあったこ
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とに照らせば、原告が、本件合併後に原告が適正な賃借料を算出するまでの経緯等について

の説明をしていたとしても、改定後の賃借料の具体的な算定根拠については明らかにしなか

ったのであるから、調査担当者において、それ以上に何らかの追加調査をすべき義務があっ

たとまではいえない。 

(3) 第２回調査 

ア 前記前提となる事実並びに証拠（後掲の証拠のほか、証人乙）及び弁論の全趣旨によれば、

次の事実が認められる。 

(ア) 武雄税務署の調査担当者は、第２回調査によって、次のａからｅまでの資料を収集し

た。 

ａ 原告の平成１７年３月２５日の取締役会議事録（乙１６） 

平成１７年３月２５日に開催された原告の平成１６年度取締役会議事録には、原告

に生じた利益をＢ農協に振り替えるに当たって、どのような名目で支払うのがよいか

について検討している旨の発言が記載されていた。 

ｂ 原告の平成１７年４月２５日の取締役会議事録（乙１７） 

平成１７年４月２５日に開催された原告の平成１７年度取締役会議事録には、仕入

れの方法については現状を維持したままで、名目上の仕入れの主体だけを変更するこ

とで、原告に生じた利益をＢ農協に振り替えるべく検討している協議内容が記載され

ていた。 

ｃ 原告の平成１７年７月２２日の取締役会議事録（乙１８) 

平成１７年７月２２日に開催された原告の取締役会議事録には、原告に実際に生じ

た利益額を考慮して、事後的に、費用としてＢ農協に支払うべき金額及びその理由を

検討している協議内容が記載されていた。 

ｄ 原告の平成１７年１１月２５日の役員会議事録（乙１９） 

平成１７年１１月２５日に開催された原告の役員会議事録には、それまでは決算期

に多額の金員を原告からＢ農協に対して移転させていたが、それには問題があり、毎

月移転させるにしても月額が確定できないため、手っ取り早く、仕入商品に上乗せす

る方法によって原告からＢ農協に対して金員を移転させようとする協議内容が記載

されていた。また、その具体的な方法として、柩の仕入れについて、それまでは原告

が直接柩を仕入れていたが、仕入れの実態はそのままで名目上Ｂ農協を経由させるこ

ととして、原告がＢ農協に対して柩一本当たり１万円の手数料を支払うという仕入れ

方法に、平成１７年４月１日まで遡って変更することで、原告に生じた利益のうち業

務委託費と合計して年間約３０００万円をＢ農協に振り替えることができる旨の協

議が記載されていた。 

ｅ 原告とＢ農協との契約書等 

原告とＢ農協とが平成１７年７月１日付けで作成した業務委託契約書（乙２０）に

は、契約期間を同年４月１日に遡らせた上、原告がＢ農協に対して業務の一部を委託

し、その業務委託料として月額１４０万円を毎月末までに支払う旨の記載がある。 

また、原告が平成１８年２月２４日付けで作成した「Ｂ農協との業務委託契約に伴

う支払いについて」と題する書面及び総勘定元帳（乙２１）には、原告がＢ農協に対

して上記業務委託料を期末に一括で支払う旨の記載がある。 
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(イ) 調査担当者は、第１回調査及び第２回調査の結果を総合して、原告が期末に一括して

計上しているＢ農協に対する業務委託費及び過大な仕入れ費用は、実際の取引実態に基づ

くものではなく、具体的な根拠のないものであり、実質的にはＢ農協への利益の移転に当

たり、本来ならば利益配当として計上すべきところを、費用科目に仮装したものと認定し

た。そして、調査担当者は、原告に対し、上記認定の根拠及び内容について説明した上で、

第２回しょうようをした。（甲１７、３４、３５）これに対して、原告は何ら具体的な反

論をしなかった。（弁論の全趣旨） 

イ 前記認定事実によれば、原告の各取締役会議事録（ａからｄまで）から、原告が、原告に

生じた利益の一部を、事後的に、原告がＢ農協に対して業務委託費及び仕入れ手数料の名目

で支払うことによって、Ｂ農協に振り替えることを計画していた事実がうかがわれる。また、

平成１７年７月１日付けの業務委託契約書や平成１８年２月２４日付けの「Ｂ農協との業務

委託契約に伴う支払いについて」と題する書面及び総勘定元帳（ｅ）は、上記各議事録と併

せ読めば、原告のＢ農協に対する業務委託費及び仕入れ費用の支出が、上記計画に基づく原

告のＢ農協に対する利益の振替えに当たることを裏付けるに足りる資料であるといえる。さ

らに、第２回調査の期間を通じて、原告は何ら具体的な反論をしていない。 

これらの事情に照らすと、調査担当者は、第２回調査において、原告の所得金額を推認す

るに足りる資料を収集し、これに基づいて原告の所得金額を認定して、原告に対して認定し

た内容を根拠と共に説明した上で第２回しょうようをしたと認めるのが相当であり、調査担

当者が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と修正申告のしょうようをし

たと認め得るような事情があるとは認められない。 

したがって、第２回しょうように、国家賠償法１条１項にいう違法があったとは認められ

ない。 

ウ これに対し、原告は、①業務委託費については、契約内容に問題がないにもかかわらず、

実際の支払方法等が契約内容と異なっていることのみを不当に重視した恣意的な判断であ

るなどと主張し、②柩の仕入れ費用については、原告と親会社であるＢ農協とでは信用力等

が異なるため調達価格が異なり、また、取引の仲介者にはリスク等が生じるため相当の手数

料又は販売差益が発生するという経済実態や取引慣行を無視した恣意的な判断であるなど

と主張する。 

しかしながら、上記①については、調査担当者は、取締役会における協議内容、契約書の

内容及び作成時期等を総合的に検討した上で、そもそも業務委託としての取引実態がないと

判断したのであって、契約内容の当否について判断したわけではなく、また、支払方法等の

みを問題視したわけでもないから、これと異なる理解を前提とする原告の上記主張は採用で

きない。また、上記②については、一般論としては、子会社と親会社で調達価格が異なった

り、取引の仲介者に相当の手数料が発生したりするなどの経済実態や取引慣行が存在し得る

としても、本件においては、取締役会の議事録に、原告が原告に生じた利益をＢ農協に振り

替える方法として、手っ取り早く仕入れ費用として支払うことを計画していた旨の記載があ

ったこと、実際に、原告に利益が発生した後になって遡及的に仕入れ費用を算出しているこ

と、第２回調査及び第２回しょうように対して原告が何ら具体的な反論をしなかったこと等

に照らすと、調査担当者において、それ以上に何らかの追加調査をすべき義務があったとま

ではいえない。 
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(4) 第３回調査 

ア 前記前提となる事実並びに証拠（後掲の証拠のほか、証人乙）及び弁論の全趣旨によれば、

次の事実が認められる。 

(ア) 武雄税務署の調査担当者は、第３回調査において、次のａからｅまでの資料を収集し

た。 

ａ 業務委託契約書（乙２２) 

原告とＢ農協が平成１８年４月１日付けで作成した業務委託契約書の別紙には、原

告がＢ農協に対して支払う業務委託費を算出する基礎となるのは「会員割」及び「事

務費割」であるところ、「会員割」とは、Ｂ農協が行う「やすらぎ定期積金」（原告

の葬祭料が割引される特典を有する定期積金）の推進や口座維持管理に関する費用で

あり、「事務費割」とは、宣伝広告料や経理・税務等に関する費用である旨の記載が

ある。ただし、業務委託契約の締結に伴って、業務の取扱い方法に変更が生じる旨の

記載はない。 

ｂ やすらぎ定期積金の会員会則（乙２３) 

「やすらぎ定期積金」の内容等を定めた「やすらぎ定期積金」会員会則には、同会

則が平成１３年４月から適用される旨の記載がある。 

ｃ 仕入先元帳（乙２４) 

会葬礼品を販売する業者からＢ農協宛に出された「仕入先元帳」の受領者名欄に、

原告のＨ営業所に所属する人物の署名がある。（弁論の全趣旨） 

ｄ 原告の平成２１年３月９日の取締役会議事録（乙２５) 

平成２１年３月９日に開催された原告の平成２０年度取締役会議事録には、会葬礼

品等の仕入れ費用について、原告からＢ農協に対して支払われている金額を手数料と

してみた場合、Ｂ農協に対する手数料率が県下の他の葬祭業者の手数料率と比べて高

くなっていることを認識している旨の発言が記載されていた。 

ｅ 原告からの嘆願書（甲４０) 

原告は、武雄税務署長に対し、平成２１年１１月２６日頃、「嘆願書」を提出した。

この嘆願書には、原告の利用率が高いのは原告がＢ農協の子会社であるためであるか

ら、業務委託費は利益調整を目的としたものではない旨が記載されていた。 

(イ) 調査担当者は、第１回調査、第２回調査及び第３回調査の結果を総合して、原告が計

上したＢ農協に対する業務委託費及び適正価額を超える仕入れ費用は、実質的にはＢ農協

への利益供与であり、寄附金に当たると認定した。もっとも、調査担当者は、業務委託費

の支払根拠の一つである事務費については、親会社の広報誌に原告の広告を掲載するなど

の業務委託の実態が確認できたため、その部分の取引額については法人税法２２条の損金

に当たると認定した。そして、調査担当者は、原告に対し、上記認定の根拠及び内容につ

いて説明した上で、第３回しょうようをした。（甲１８、８２) 

イ 前記認定事実によれば、やすらぎ定期積金については、平成１８年４月１日付け業務委託

契約書（ａ）及びやすらぎ定期積金の会員会則（ｂ）から、やすらぎ定期積金が少なくとも

平成１３年４月１日から存在しており、Ｂ農協が業務委託契約を締結した平成１８年４月１

日より前からやすらぎ定期積金の推進や口座維持管理を自己の業務として行ってきたとい

う事実がうかがわれる。また、仕入れ費用については、会葬礼品を販売する業者からＢ農協
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宛に出された「仕入先元帳」（ｃ）の受領者名欄に、原告のＨ営業所に所属する人物の署名

があることから、Ｂ農協において、原告に納入すべき商品を管理している実態がないことが

うかがわれるだけでなく、原告の取締役会議事録（ｄ）によれば、原告からＢ農協に対して

支払われている仕入れ費用を手数料としてみた場合であっても、その手数料率は県下の他の

葬祭業者の手数料率と比べて高く、手数料としての適正価額も上回っていることがうかがわ

れる。さらに、原告は、業務委託費についての認定に対しては嘆願書（ｅ）によって反論し

ている一方、会葬礼品の仕入れ費用については何ら反論をしていない。 

これらの事情に照らすと、調査担当者は、第３回調査において、原告の所得金額を推認す

るに足りる資料を収集し、これに基づいて原告の所得金額を認定して、原告に対して認定し

た内容を根拠と共に説明した上で本件各修正申告のしょうようをしたと認めるのが相当で

あり、調査担当者が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と修正申告のしょ

うようをしたと認め得るような事情があるとは認められない。 

したがって、第３回しょうように、国家賠償法１条１項にいう違法があったとは認められ

ない。 

ウ これに対し、原告は、業務委託費について、調査担当者は親会社と子会社との間の取引で

あること又は金額が多額であることのみを理由としてされた不当な認定であるなどと主張

する。 

しかしながら、調査担当者は、やすらぎ定期積金の会員会則、平成１８年４月１日付け業

務委託契約書等を総合的に検討した上で、業務委託費の支払根拠の一つである事務費につい

ては、親会社の広報誌に原告の広告を掲載するなどの業務委託の実態が確認できたため、そ

の部分の取引額を除いた業務委託費についてのみ、業務委託としての取引実態がないと判断

したのであって、親会社と子会社との間の取引であることや金額が多額であることのみを理

由として判断したものではないから、これと異なる理解を前提とする原告の上記主張は採用

できない。 

第４ 結論 

よって、その余の点について判断するまでもなく、原告の本件各請求はいずれも理由がないから

これらを棄却することとして、主文のとおり判決する。 

佐賀地方裁判所民事部 

裁判長裁判官 波多江 真史 

裁判官 大野 健太郎 

裁判官 稲垣 雄大 
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（別紙） 

被告代理人目録 

 

被告指定代理人   宮﨑 純一郎 

         大坪 正宏 

         鶴田 貴志 

         中島 康雄 

          宮崎 俊二 

          稲口 匡直 

          山口 智 

          和多 範明 

          井上 信也 

          今林 秀冶 

          田中 郁子 

          山田 直人 

          尾崎 洋介 
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別表１及び２は印刷が不鮮明であるため 省略 

 

 




